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(57)【要約】
【課題】　適正な状態で組み立てないし連結することが
でき所定部材の予期せぬ脱落の防止が可能な連結装置。
【解決手段】　戻止め係合リング（２）が形成された差
込部材（３）と、該差込部材（３）を受容するための受
容部材（１）と、２つのアーム（１１、１２）及び戻止
め保持部分（１４）を備えた確保部材（１０）とを有す
る連結装置において、
　係合ロック機構（１５、１６、１７）の受容部材（１
）に形成された要素は、差込部材（３）の差込方向に対
し横方向に延在するブリッジ（１５）であり、かつ該係
合ロック機構（１５、１６、１７）の他の要素（複数）
は、確保部材（１０）の前記２つのアーム（１１、１２
）の夫々の自由端（１６、１７）によって形成されると
共に、該ブリッジ（１５）は、確保部材（１０）の前記
離脱位置における前記２つのアーム（１１、１２）間の
距離より大きい幅を有すること、及び前記２つのアーム
（１１、１２）の領域に前記戻止め係合リング（２）が
配置されると、前記ブリッジ（１５）と該２つのアーム
（１１、１２）の夫々の自由端（１６、１７）との間の
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　戻止め係合リングが形成された差込部材を受容するための受容部材と、２つのアーム及
び戻止め保持部分を備えた確保部材とを有する連結装置であって、
　前記確保部材が、前記受容部材の受容空間に嵌め込み可能でありかつ離脱位置と嵌込位
置との間で前記差込部材の差込方向に対し直交方向に運動可能であるように構成された連
結装置において、
　前記受容部材（１）及び前記確保部材（１０）が、係合ロック機構（１５、１６、１７
）を有し、前記差込部材（３）が前記受容部材（１）に適正に差し込まれていない場合、
前記離脱位置から出発する前記確保部材（１０）の前記嵌込位置への移行が阻止されるよ
うに、前記係合ロック機構の前記受容部材（１）及び前記確保部材（１０）に形成された
複数の要素（１５、１６、１７）が、互いに係合されるように構成されること、及び
　前記２つのアーム（１１、１２）の領域に前記戻止め係合リング（２）が配置されると
、前記係合ロック機構の前記複数の要素（１５、１６、１７）間の係合が解除されかつ前
記確保部材（１０）が前記戻止め保持部分（１４）によって前記戻止め係合リング（２）
が後方から係合される前記嵌込位置に運動可能になるように、該２つのアーム（１１、１
２）は構成されること
　を特徴とする連結装置。
【請求項２】
　前記係合ロック機構の前記複数の要素（１５、１６、１７）は、前記差込方向に関して
前記受容空間（７）の後部領域に配置されていること
　を特徴とする請求項１に記載の連結装置。
【請求項３】
　前記受容部材（１）に形成された前記係合ロック機構の要素は、前記受容空間（７）に
その後部領域において境界を画成しかつ前記差込方向に対し横方向に延在するブリッジ（
１５）であり、かつ前記係合ロック機構の他の要素（複数）は、前記確保部材（１０）の
前記２つのアーム（１１、１２）の夫々の自由端（１６、１７）によって形成されると共
に、該ブリッジ（１５）は、前記確保部材（１０）の前記離脱位置における前記２つのア
ーム（１１、１２）間の距離より大きい幅を有すること
　を特徴とする請求項２に記載の連結装置。
【請求項４】
　前記２つのアーム（１１、１２）は、前記離脱位置から前記嵌込位置に移行するために
前記確保部材（１０）に作用が及ぼされる際、予め規定された差込行程を越える該確保部
材（１０）の運動が阻止されるよう前記係合ロック機構（１５、１６、１７）と協働する
ブロック機構（１９、２０）を有すること
　を特徴とする請求項３に記載の連結装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、請求項１の上位概念（前置部）に基づく連結（カップリング）装置（ないし
継手）に関する。即ち、本発明は、戻止め係合リング（Rueckhaltering）が形成された差
込部材を受容するための受容部材と、２つのアーム及び戻止め保持部分（Rueckhalteabsc
hnitt）を備えた確保部材（Sicherungsteil）とを有する連結装置であって、前記確保部
材が、前記受容部材の受容空間に嵌め込み可能でありかつ離脱位置と嵌込位置との間で前
記差込部材の差込方向に対し直交方向に運動可能であるように構成された連結装置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　この種の連結装置は、DE 199 46 260 C1から既知である。この既知の連結装置は、戻止
め係合リングが形成された差込部材を受容するための受容部材を有する。更に、２つのア
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ーム及び戻止め保持部分を有する確保部材を有し、該確保部材は、受容部材の受容空間に
嵌込可能でありかつ離脱位置と嵌込位置との間で差込部材の差込方向に対し直交方向に運
動することができる。このため、差込部材は、確保部材が嵌込位置に配置されると、戻止
め保持部分による戻止め係合リングの後方からの係合を介して、受容部材からの予期せぬ
脱落に対し確保されている。
【特許文献１】DE 199 46 260 C1
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、確保部材が嵌込位置に存在していたとしても、差込部材が適正に保護な
いし確保されていないということがあり得る。それゆえ、本発明の課題は、高度の組立信
頼性（確実性）を有する冒頭で述べた種類の連結装置を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　上記の課題は、本発明により、請求項１の特徴部に記載の特徴を有する冒頭で述べた種
類の連結装置によって解決される。即ち、本発明の連結装置は、前記受容部材及び前記確
保部材が、係合ロック機構（Sperranordnung）を有し、前記差込部材が前記受容部材に適
正に差し込まれていない場合、前記離脱位置から出発する前記確保部材の前記嵌込位置へ
の移行が阻止されるように、前記係合ロック機構の前記受容部材及び前記確保部材に形成
された複数の要素が、互いに係合されるように構成されること、及び前記２つのアームの
領域に前記戻止め係合リングが配置されると、前記係合ロック機構の前記複数の要素間の
係合が解除されかつ前記確保部材が前記戻止め保持部分によって前記戻止め係合リングが
後方から係合される前記嵌込位置に運動可能になるように、該２つのアームは構成される
ことを特徴とする。
【発明の効果】
【０００５】
　本発明の連結装置において、その係合ロック機構が、２つのアームの領域に戻止め係合
リングが配されることにより当該係合ロック機構の作用が解除される場合にのみ、離脱位
置からの、戻止め保持部分によって戻止め係合リングが後方から係合される嵌込位置への
確保部材の移行を何の支障もなく可能にするよう構成されることによって、とりわけ短い
時間に（繰返しないし頻繁に）実行される（getaktet）本発明の連結装置と差込部材との
結合を伴うコンベア（流れ）作業の場合に極めて重要な適正な組立（状態）の信頼性の大
きい認識可能性が達成される。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００６】
　本発明の更なる好ましい実施形態は従属請求項の対象である。
　即ち、前記係合ロック機構の前記複数の要素は、前記差込方向に関して前記受容空間の
後部領域に配置されていることを特徴とする。
　前記受容部材に形成された前記係合ロック機構の要素は、前記受容空間にその後部領域
において境界を画成しかつ前記差込方向に対し横方向に延在するブリッジであり、かつ前
記係合ロック機構の他の要素（複数）は、前記確保部材の前記２つのアームの夫々の自由
端によって形成されると共に、該ブリッジは、前記確保部材の前記離脱位置における前記
２つのアーム間の距離より大きい幅を有することを特徴とする。
　前記２つのアームは、前記離脱位置から前記嵌込位置に移行するために前記確保部材に
作用が及ぼされる際、予め規定された差込行程を越える該確保部材の運動が阻止されるよ
う前記係合ロック機構と協働するブロック機構を有することを特徴とする。
【０００７】
　以下に図面を用いて説明する本発明の実施例から、更なる好ましい実施形態及び利点が
明らかになる。
【実施例】
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【０００８】
　図１は、部分的に切開した斜視図によって本発明の連結装置の一実施例を示す。図１に
示した連結装置は、図１には記載されていない流体導管システムの１つの導管の一端部に
結合可能な受容部材１を有する。この本発明の連結装置と、戻止め係合リング２が形成さ
れた差込部材３とを密封（液密）結合するために、第１のパッキングリング４と、第２の
パッキングリング５と、これら２つのパッキングリング４、５の間に配される中間リング
６が、受容部材１の受容空間７に配置される。第２パッキングリング５の差込口側８に指
向する側に隣接して配置されるスペーサリング９は、受容空間７の差込口側８に背向する
側と本発明の連結装置の確保部材１０との間において２つのパッキングリング４、５と中
間リング６とを保持するために役立つ。
【０００９】
　確保部材１０は、受容部材１において、図１に示した離脱（取外し）位置と、嵌込位置
との間で摺動可能に構成されている。更に、確保部材１０は、互いに向い合うよう配向さ
れかつ夫々の内側の部分が受容空間７内に入り込む（嵌り込む）よう構成された第１のア
ーム１１及び第２のアーム１２を有する。更に、この２つのアーム１１、１２の間に延在
する橋絡部分１３に、戻止め保持部分１４が形成されている。この戻止め保持部分１４は
、以下に更に詳細に説明するように、差込部材３が適正に差し込まれている場合、確保部
材１０が完全な嵌込位置（完全に嵌め込まれた位置）に位置すると、戻止め係合リング２
に後方から係合する。
【００１０】
　図２は、図１に示した実施例を、離脱位置にある確保部材１０と、２つのアーム１１、
１２の領域における横断面で示す。図２から明らかなとおり、受容部材１は、係合ロック
機構の１つの要素としての基底ブリッジ１５を有し、基底ブリッジ１５は、確保部材１０
の２つのアーム１１、１２の領域において橋絡部分１３に対向するよう配置されている。
基底ブリッジ１５の幅は、図２に示されているように、確保部材１０が離脱位置に位置し
ておりかつ差込部材３が全く差し込まれていないか又は戻止め係合リング２が２つのアー
ム１１、１２の間に位置するほどには深く差し込まれていないとき、２つのアーム１１、
１２の夫々の自由端１６、１７の間の距離よりも大きい。このため、２つのアーム１１、
１２の夫々の自由端１６、１７が、係合ロック機構の他の要素として、基底ブリッジ１５
の受容空間７に指向する内壁１８に当接（係合）し、完全な嵌込位置への確保部材１０の
移動を阻止する。
【００１１】
　図２から明らかなとおり、自由端１６、１７の各々には、自由端１６、１７の各々の最
先端の夫々から所定の距離をおいて、ブロック（阻止）機構のブロック段差部１９、２０
が形成されている。これによって、２つのアーム１１、１２の過負荷を回避するために、
基底ブリッジ１５の方向に作用する力を橋絡部分１３に印加する際、２つのブロック段差
部１９、２０が基底ブリッジ１５の内壁１８と２つの側壁２１、２２との間に夫々形成さ
れるエッジに夫々当接（係合）し、完全な嵌込位置の方向への確保部材１０の更なる運動
が阻止されるまで、ブロック段差部１９、２０の半径方向及び軸方向の構成によって予め
規定された差込行程（ストローク）に沿って確保部材１０が嵌入（差込スライド：eintau
cht）することが保証される。
【００１２】
　更に、図２から明らかなとおり、２つのアーム１１、１２の各々の外側には、夫々１つ
の半径方向外方に突出する（安全）係合ノーズ（Sicherungsnase）２３、２４が形成され
ている。これらの係合ノーズ２３、２４は、確保部材１０の受容部材１からの予期せぬ脱
落が生じないことを保証するために、受容部材１の長手方向に延在しかつ２つのアーム１
１、１２の側方に夫々配されるサイドブリッジ２５、２６と協働する。この協働は、確保
部材１０を取り出すために２つのアーム１１、１２を互いに十分に接近させるために半径
方向内方に作用する力をアーム１１、１２に印加する場合を除き、係合ノーズ２３、２４
がサイドブリッジ２５、２６に当接（係合）するようにして行われる。
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　図３は、図１に示した実施例の図２に関連した状態を示す。この状態では、戻止め係合
リング２が２つのアーム１１、１２の間に位置するほどに深く差込部材３が受容部材１の
中に差し込まれている。この場合、これに関連して、図３に示した位置への差込部材３の
差し込みを容易にするために、２つのアーム１１、１２の差込口側８の方向に指向する側
に夫々滑動傾斜部が形成されていると都合がよい。図３から明らかなとおり、差込部材３
のこの配置においてのみ、戻止め係合リング（ないし差込み部材）３の外径に適合する第
１の受容領域２７が形成されたアーム１１、１２の自由端１６、１７は、係合ロック機構
の各要素間、即ちこの実施例では基底ブリッジ１５及びアーム１１、１２の自由端１６、
１７間の係合状態が解除されるほどに大きく互いに対し離隔される。
【００１４】
　図４は、図１に示した実施例の、図３に示した状態に従って差込部材３が差し込まれて
いると共に、確保部材１０が完全な嵌込位置に位置している状態を示す。図４に示した確
保部材１０の完全な嵌込位置では、図４に示した状態では視認できない戻止め保持部分１
４が、戻止め係合リング２に後方から係合し、この係合によって、受容部材１からの予期
せぬ脱落に対し差込部材３を保護・確保する。更に、図４から明らかなとおり、基底ブリ
ッジ１５の弓形状に突出延在する部分を有する側壁２１、２２と、側壁２１、２２のこれ
ら弓形部分に夫々指向するアーム１１、１２の内周側は、互いに対し適合する（フィット
する）輪郭（プロフィール）を有するため、戻止め係合リング２の大きさに比べてより大
きい内径を有する自由端１６、１７に形成された第２の受容領域２８において、戻止め係
合リング２は、自由なアーム１１、１２から所定の距離だけ離隔するよう構成される。
【図面の簡単な説明】
【００１５】
【図１】受容部材と確保部材とを有する本発明の連結（カップリング）装置の一実施例と
、この本発明の連結装置に差し込まれるべき差込部材とを部分的に切開して示した斜視図
。
【図２】確保部材の２つのアームの領域における図１の実施例の横断面図。
【図３】差込部材が差し込まれかつ確保部材が離脱位置に位置している状態にある確保部
材の２つのアームの領域における図１の実施例の横断面図。
【図４】差込部材が差し込まれかつ確保部材が嵌込位置に位置している状態にある確保部
材の２つのアームの領域における図１の実施例の横断面図。
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【手続補正書】
【提出日】平成18年5月31日(2006.5.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　戻止め係合リング（２）が形成された差込部材（３）と、該差込部材（３）を受容する
ための受容部材（１）と、２つのアーム（１１、１２）及び戻止め保持部分（１４）を備
えた確保部材（１０）とを有する連結装置であって、
　前記確保部材（１０）が、前記受容部材（１）の受容空間（７）に嵌め込み可能であり
かつ離脱位置と嵌込位置との間で前記差込部材（３）の差込方向に対し直交方向に運動可
能であるように構成され、
　前記受容部材（１）及び前記確保部材（１０）が、係合ロック機構（１５、１６、１７
）を有し、かつ前記差込部材（３）が前記受容部材（１）に適正に差し込まれていない場
合、前記離脱位置から出発する前記確保部材（１０）の前記嵌込位置への移行が阻止され
るように、前記係合ロック機構の前記受容部材（１）及び前記確保部材（１０）に形成さ
れた複数の要素（１５、１６、１７）が、互いに係合されるように構成された
　連結装置において、
　前記受容部材（１）に形成された前記係合ロック機構の要素は、前記受容空間（７）に
その後部領域において境界を画成しかつ前記差込方向に対し横方向に延在するブリッジ（
１５）であり、かつ前記係合ロック機構の他の要素（複数）は、前記確保部材（１０）の
前記２つのアーム（１１、１２）の夫々の自由端（１６、１７）によって形成されると共
に、該ブリッジ（１５）は、前記確保部材（１０）の前記離脱位置における前記２つのア
ーム（１１、１２）間の距離より大きい幅を有すること、及び
　前記２つのアーム（１１、１２）の領域に前記戻止め係合リング（２）が配置されると
、前記ブリッジ（１５）と該２つのアーム（１１、１２）の夫々の前記自由端（１６、１
７）との間の係合が夫々解除されかつ前記確保部材（１０）が前記戻止め保持部分（１４
）によって前記戻止め係合リング（２）が後方から係合される前記嵌込位置に運動可能に
なる程度の間隔に、該２つのアーム（１１、１２）は互いに対し離隔されること
　を特徴とする連結装置。
【請求項２】
　前記２つのアーム（１１、１２）は、前記離脱位置から前記嵌込位置に移行するために
前記確保部材（１０）に作用が及ぼされる際、予め規定された差込行程を越える該確保部
材（１０）の運動が阻止されるよう前記係合ロック機構（１５、１６、１７）と協働する
ブロック機構（１９、２０）を有すること
　を特徴とする請求項１に記載の連結装置。
【手続補正書】
【提出日】平成19年8月28日(2007.8.28)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００４】
　上記の課題は、本発明により、請求項１の特徴部に記載の特徴を有する冒頭で述べた種
類の連結装置によって解決される。即ち、上記の課題を解決するために、本発明の一視点
により、戻止め係合リングが形成された差込部材と、該差込部材を受容するための受容部
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材と、２つのアーム及び戻止め保持部分を備えた確保部材とを有する連結装置であって、
　前記確保部材が、前記受容部材の受容空間に嵌め込み可能でありかつ離脱位置と嵌込位
置との間で前記差込部材の差込方向に対し直交方向に運動可能であるように構成され、
　前記受容部材及び前記確保部材が、係合ロック機構（Sperranordnung）を有し、かつ前
記差込部材が前記受容部材に適正に差し込まれていない場合、前記離脱位置から出発する
前記確保部材の前記嵌込位置への移行が阻止されるように、前記係合ロック機構の前記受
容部材及び前記確保部材に形成された複数の要素が、互いに係合されるように構成された
連結装置が提供される。この連結装置において、
　前記受容部材に形成された前記係合ロック機構の要素は、前記受容空間にその後部領域
において境界を画成しかつ前記差込方向に対し横方向に延在するブリッジであり、かつ前
記係合ロック機構の他の要素（複数）は、前記確保部材の前記２つのアームの夫々の自由
端によって形成されると共に、該ブリッジは、前記確保部材の前記離脱位置における前記
２つのアーム間の距離より大きい幅を有すること、及び
　前記２つのアームの領域に前記戻止め係合リングが配置されると、前記ブリッジと該２
つのアームの夫々の前記自由端との間の係合が夫々解除されかつ前記確保部材が前記戻止
め保持部分によって前記戻止め係合リングが後方から係合される前記嵌込位置に運動可能
になる程度の間隔に、該２つのアームは互いに対し離隔されることを特徴とする。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
【図１】受容部材と確保部材とを有する本発明の連結（カップリング）装置の一実施例と
、この本発明の連結装置に差し込まれるべき差込部材とを部分的に切開して示した斜視図
。
【図２】確保部材の２つのアームの領域における図１の実施例の横断面図。
【図３】戻止め係合リングが２つのアームの間に位置するほどに深く差込部材が受容部材
の中に差し込まれている状態にある確保部材の２つのアームの領域における図１の実施例
の横断面図。
【図４】差込部材が差し込まれかつ確保部材が嵌込位置に位置している状態にある確保部
材の２つのアームの領域における図１の実施例の横断面図。
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【要約の続き】
係合が夫々解除されかつ確保部材（１０）が戻止め保持部分（１４）によって前記戻止め係合リング（２）が後方か
ら係合される前記嵌込位置に運動可能になる程度の間隔に、該２つのアーム（１１、１２）は互いに離隔する。
【選択図】　図２
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